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１．トップサイエンスセンターとは�

l 目指す姿  （私見）�

優れた研究者が集う所からは優れた研究成果が生まれ，その成果がさらに優
れた研究者を引き寄せるという好循環が存在している状態であること． 

Ø  あるレベルを超えて世界的にトップレベルという認知度を得た組織では，一定の条件を
満たす運営がなされることを条件に，こういった好循環が自ずと生まれてくる． 

Ø  宇宙科学研究所の最も大切な機能は，特徴ある優れた宇宙科学プロジェクトの創出とその実
行にある． 

　　プロジェクトの現場である宇宙科学研究所において，優れた学術研究→ 優れたプロジェクト
→優れた学術研究のよい循環が生じ，それが自ずと成長していく姿に相当する． 

l    宇宙開発利用部会「文部科学省における宇宙分野の推進方策について」�

Ø  新規分野・融合分野への取組の促進，ＩＳＡＳと各大学の連携協力の強化，国内大学研究
者の流動化の促進，外国人の受入れ促進など，ＩＳＡＳを中心とした宇宙科学コミュニティ
が世界のトップサイエンスセンターとして機能するような取組について，具体的な方策を検
討すべきである。（参考１）	


2012.12制定．その中に以下の記載．	


宇宙科学の具体的な推進方策：　ア．世界を先導する宇宙科学の推進 
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立派な研究所のための処方箋 
	


「ネイチャー」誌編集長ジョン・マドックス	

	


次の千年の始まりを祝福するために、ユネスコあるいはそ
れに類する組織が世界で最もすぐれた研究所に賞を授け

ることを考えてはいかがだろうか。 （中略） その賞は、東
京の西にある宇宙科学研究所の頭上に輝くであろう。	

	

宇宙科学研究所は、人的な方面でも強さがある。現在の
スタッフは、管理部門を含めて３００人に満たない（加えて
約１００人の大学院生が同様に仕事をすることは当然と思

われている）。少ない人数であるから、シニア・スタッフは
自分が２つも３つもの種類の仕事に責任を持つことは当た
り前と考えており、それは欧米のマネージメント・スクール
が金科玉条のごとくに繰り返している考え方とは真っ向か

ら対立している。その結果、正規の勤務時間を守ることは
夢のまた夢となってしまうのであるが、これは日本におい
てのみ起こり得ることなのである。	

	

（ネイチャー1993年12月23／30日号より）	


この評価を維持し，さらに超える評価を得るには？�

NATURE: Vol. 366, Dec. 1993  
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２．TSCに関するこれまでの議論−１�

l  2006.12.21    宇宙開発委員会計画部会「宇宙開発に関する長期計画」の審議�
¡  宇宙科学の項目を議論する宇宙科学ワーキンググループ（座長：鶴田前宇宙科学本部長）において

「宇宙科学の推進について」をとりまとめ，計画部会に報告．　　	


l  2005.03.31    JAXA長期ビジョン�
¡  第２章 長期ビジョン（ ２．長期ビジョン） 
２）知の創造と日本の活動領域の拡大への貢献～　国民の希望と未来への貢献　～	


世界に先駆けて、多様な波長域の宇宙観測と独自の手法による太陽系探査を実施し、宇宙･物質･空間の起源の追究と宇宙の
惑星と生命の探査を行うことで、日本を宇宙科学のトップサイエンスセンターにする。　　	


¡  第３章 ビジョンの実現に向けて（ ３．知の創造と日本の活動領域の拡大に向けて） 
【ビジョン実現に向けた方向性】 	

ü 国際競争と国際協力による発展	


ü  トップサイエンスに不可欠な先端的な技術開発への挑戦	


第４章 大学院教育・人材育成のあり方　（２．推進方策） 

国内の大学や大学共同利用機関と連携した機能を一層発展させるとともに，世界の第一線で活躍している研究者

と国内研究者とが共同して研究にあたるプログラムの立上げを検討する．その一環として、我が国が進める「世界

トップレベル拠点」を機構内に設置することの検討を行う． 
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これまでの議論�

l  2008.11.06    JAXA10年計画（JAXA戦略会議）�

２．TSCに関するこれまでの議論−２�

l  2007.05.30    世界トップレベル国際拠点形成促進プログラムにJAXAが応募�
¡  IRISES (International Research Institute) 
JAXA長期ビジョンのTSCや宇宙開発委員会報告の「トップレベル拠点」を具現化するものと定義．	


世界初や世界トップレベルの研究成果の創出，新たな研究分野の創出，さらに世界に開かれた人材育成の場を形成す
るため，宇宙科学を展開，発展させるトップサイエンスセンターを実現する．	


l  2009.12.28    宇宙科学推進検討委員会（本島修委員長）報告�
¡  提言１：国際的研究拠点（COE）としての継続的発展のための研究体制の強化	


宇宙科学研究本部は，今後に向けて明確なビジョンに基づいた戦略的プライオリティを設定し，研究組織・体制の改革充実
を進め，国内外の人的資源の流動性の向上を図るとともに内外の一級の「知」が結集し，新たな課題創出と課題解決の研

究を推進する研究体制を構築する必要がある．	


l  2012.12.28    JAXA戦略会議（第3期中期計画骨子の検討）�
¡  宇宙科学分科会にてTSC施策に関して議論．第3期中期計画にTSCの文言はないが内容は記載．	


宇宙を舞台にした21世紀の科学分野にイノベーションをもたらす研究を先導することを目的として，広範囲の理学・工学研究分
野の連携による「宇宙理工学」の世界拠点を構築し，革新的な宇宙科学ミッションを実現する．All JAXAによる世界トップレベ
ル宇宙科学拠点をたてる．	


新たなプロジェクトの核となる分野・領域の創出，大学連携協力拠点の強化，大学研究者の受入促進，及び人材
の国際的流動性の確保により，最先端の研究成果が持続的に創出される環境を構築する． 	
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３．背景にあった問題意識�

l ある種の危機感�
中期目標に沿った宇宙科学プロジェクトの実行，その背景となる学術研究はともにしっかりやれるだろう．
プロジェクトは十分な学術成果を生み出すとも考えている．しかし，ISASはある種の危機感を抱いてきた．	


ü  弱い分野がなかなか強化できない．	


ü  コミュニティの広がりが不十分．	


ü  新分野の創出が出来ていない．	


ü  学術という面で勝負できる人材が細ってきている．	


ü  “名前”での国際的なプレゼンスが不足している．	


トップサイエンスセンター構想	


•  国際的に優秀な人材が集まる	


•  新研究分野が創出できる	


•  人材が育ち，優れたキャリアパスとなる	


•  強い分野では世界の中心である	


学術研究とプロジェクト	


学
術
研
究
重
視	


吮
呄
吏
叾
吆
吟
重
視	


（現状）	


（望ましい姿）	


l  新しいことへのチャレンジを促進	


l  プロジェクト運営だけでなく，学術的な成果にも立ち戻り，
加えて人材を育成する	


l  現状を越え，我が国からさらに世界でトップと誇れるものを	


宇宙研が単なるプロジェクト実施組織になってしまったら宇宙科学の発展はないのでは？	


大学等に学術研究を任せ，ファンディング組織にになってしまったら宇宙科学の発展はないのでは？	


プロジェクトを生み出す学術研究が柱の１つとしての宇宙研もしくはJAXA内にあることが必要ではないか？	


そうであれば	




7 

４．これまでに実行できたこと�

l  インターナショナルトップヤングフェローシップ(ITYF)プログラム�
世界から優れた若手研究者を宇宙研に招聘するもので，厳しい競争を勝ち抜いて世界から招聘され
る若手研究者に格段の待遇を与え，宇宙研を研究拠点とした活動から世界レベルの研究成果を創出
する．JAXAおよび関連科学コミュニティーがこれに刺激を受け，宇宙科学分野がさらに活性化するこ
とで，JAXA長期ビジョンに唱ったトップサイエンスセンター実現への一歩とする．	


【対象】　　  国内外の優秀な若手宇宙科学研究者（PhD取得後８年未満）　　　　　　
  ６～10名程度滞在（年間） 

【任期】　  任期3年間（審査を経て最大５年まで） 
【処遇】   JAXA外国人招聘職員（准教授レベル） 

 年俸約1,000万円（国際的に競争力のある金額） 
 研究遂行経費として250万円の支援，また生活サポートを提   

【募集】  世界的に公募　国際的な雑誌，研究機関へのアナウンス 

2009年6月より公募開始，これまでに4回（年1回）募集し，8名を採用．2名が任期満了でこの3月に離任
した結果，現在5名（＋1名着任予定）が在籍．2013年に若干名を募集予定．	


Ø  これまでの成果として，英科学誌「Nature Physics」等を含む約100編の論文投稿，海外の天文台や宇宙望遠鏡
での観測提案が採択が実現している．平成24年度は国際公募による応募者55名（27か国）の中から，選考の結
果1名の採用を決定（平成25年度着任予定）．所内の研究者，学生とのインタラクションから新たな成果創出．	



